若材齢コンクリートの体積挙動およびひび割れ発生限界に関する研究 by 仙場 亮太
若材齢コンクリートの体積挙動およびひび割れ発生
限界に関する研究
著者 仙場 亮太
出版者 法政大学大学院デザイン工学研究科
雑誌名 法政大学大学院紀要. デザイン工学研究科編
巻 4
発行年 2015-03-31
URL http://hdl.handle.net/10114/11756
  
法政大学大学院デザイン工学研究科紀要 Vol.4(2015 年 3 月）                    法政大学 
 
若材齢コンクリートの体積挙動および 
ひび割れ発生限界に関する研究 
 
STUDY ON VOLUME BEHAVIORS AND CRITICAL LIMIT OF CONCRETE CRACKS 
OF EARLY AGE CONCRETE 
 
仙場亮太 
Ryota SEMBA 
主査 溝渕利明   副査 藤山知加子  
 
法政大学大学院デザイン工学研究科都市環境デザイン工学専攻修士課程 
 
The purpose of this study was to reveal volume behaviors and critical limit of concrete cracks of early age 
concrete. First, the experiments about autogeneous-shrinkage using Thermal Stress Testing Machine (TSTM) 
and compression creep were carried out to evaluate for volume changes. Then the prediction formulas of each 
volume changes were generated. And the experiment about tensile characteristics using direct tensile strength 
tests were carried out. Based on the results, volume changes were estimated individually, and the critical limit 
for cracking of concrete was investigated under condition of temperature history. 
As a result, creating the prediction formula of autogeneous-shrinkage which considers zone of stagnation 
was successful. Also, creating the prediction formula for compression creep which regards applied load as 
variable was successful. In experiment under condition of temperature history, by evaluating for each volume 
behaviors individually, superiority was confirmed to evaluate critical limit of concrete cracks by direct tensile 
strength tests. 
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１． はじめに 
近年，構造物が高層化・複雑化するケースの増加に伴
って高強度コンクリートを用いた構造物が増加しており，
それに伴いセメントの水和発熱による温度上昇量の増加，
普通コンクリートに比べ自己収縮が卓越することなどの
問題が生じている．このような水和反応にともなって生
じる体積変化は，若材齢時に生じるため，ひび割れのリ
スクを増大させることになる． 
近年では，三次元有限要素法を用いた温度応力解析に
よるひび割れ予測が広く行われている．ただし，解析の
際に必要な圧縮強度や引張強度などの力学特性，水和反
応に伴う発熱特性，自己収縮やクリープなどの変形特性，
環境条件などの設計用値について，過去のデータを参考
とした値を用いることが一般的であり，解析結果と実構
造物の挙動とに差異が生じる場合がある． 
また，コンクリートのひび割れ発生条件については，
部材内に発生する引張応力が引張強度に達した場合とす
る考え方が一般的であり，温度ひび割れ指数もこの考え
方に基づいている．既往の研究では，前述の引張応力に
基づいた検討が最も多く，その他のひび割れ発生条件と
しては，伸び能力や破壊エネルギーに基づくものなどが
挙げられている． 
そこで，本研究ではひび割れ予測の精度向上に資する
ことを目的とし，温度応力シミュレーション装置(Thermal 
StressTesting Machine，以後 TSTM と称す)を用いた自己収
縮試験，圧縮クリープ試験，直接引張強度試験を実施す
ることで，実構造物条件下におけるコンクリートに発生
する一連の体積挙動を個々に評価するとともに，ひび割
れ発生限界の評価を行った． 
 
２． 実験概要 
（１）自己収縮試験 
本検討では，TSTM を用いて温度ひずみ，乾燥収縮ひ
ずみの影響を排除した自己収縮ひずみのみの挙動の把握
を目的とした試験を行った． 
TSTM は，無拘束供試体と拘束供試体からなる一軸拘
束試験装置である．供試体の概要を図１，図２に示す．
無拘束供試体の寸法は 150×150×850mm の直方体型供試
体，拘束供試体は全長 1500mm のドッグボーン型供試体
であり，拘束治具で把持される部分を除く直線部の寸法
は 150×150×1000mm である．拘束供試体はドッグボーン
型とすることで，拘束治具と供試体との境界部で発生す
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る応力集中を緩和することができる．また，両試験機の
型枠内に配置されている通水パイプに温水を通水させる
ことで，供試体温度をプログラムの設定通りに自動制御
することが可能である．なお，型枠および通水パイプは，
外気の影響を受けないようにするために断熱材で覆われ
ている． 
本検討では，TSTM の無拘束試験装置を用いて温度一
定条件とし，乾燥を防ぐためにプラスチック製のシート
を用いて封緘養生を施すことで，温度ひずみおよび乾燥
収縮ひずみの影響を排除した自己収縮ひずみのみの測定
を行った．本検討の要因と水準を表１に示す．試験開始
は 20℃一定のみ凝結始発時とし，30℃，40℃，50℃，60℃
に関しては 20℃で練り上がったコンクリートを型枠に打
ち込み，その後温度が設定温度に到達した段階で試験開
始とした．  
 
表１ 要因と水準(自己収縮試験) 
 
 
（２）圧縮クリープ試験 
本検討では，100×100×400mm の供試体を用い，若材齢
コンクリートの圧縮クリープ試験を行った．圧縮クリー
プ試験の概要および供試体の概要を図３，図４に示す．
供試体の両端部は 100×100×20mm の鉄板で挟み込んでお
り，供試体中に埋設した鉄筋を中央部の穴に通し，ナッ
トで締めこむことで固定している．載荷の際は，センタ
ーホールジャッキに油圧を用いて供試体中に埋設した鉄
筋を引張った状態でナットを締込み，その後鉄筋が圧縮
方向に復元しようとする力を利用して，コンクリートに
圧縮荷重を加わるようになっている．載荷中の荷重はロ
ードセルによって測定し，適宜ナットを締め込むことで
一定応力条件とした．  
供試体は，打込み 24 時間後まで型枠内で養生した後に
脱型し，その後 20℃一定 60%RH の環境で養生を行った．
型枠内での養生は，下部にテフロンシートを敷き，型枠
との間に発生する摩擦を極力低減するようにした．また，
乾燥を防ぐために，供試体全面をポリエステルフィルム
で覆い，脱型後はその上にアルミテープによる封緘処理
を行った．また，並行して自己収縮研究委員会[1]が提案
する JCI 試験法による自己収縮試験を実施し，載荷直後
に作用する弾性ひずみと併せて全ひずみから差し引くこ
とでクリープひずみを求めた．また，本検討の要因と水
準を表２に示す．本検討では応力比を 0.2，0.3，0.4 とし，
載荷材齢を 3，5，7 日とすることで，応力比および載荷
時の材齢が及ぼす影響を検討した． 
 
 
図１ 無拘束供試体概要図 
 
 
図２ 拘束供試体概要図 
 
 
図３ 圧縮クリープ試験概要図 
 
 
図４ 圧縮クリープ試験用供試体概要図 
 
表２ 要因と水準(圧縮クリープ試験) 
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（３）ひび割れ発生限界の検討 
本検討では，ドッグボーン型の直接引張強度試験を行
い，各種セメントを用いたコンクリートについて引張特
性および変形特性を把握することを目的とした．本検討
で用いた直接引張強度試験機の外観を写真-1 に示す．ま
た，従来から用いられている割裂引張強度と直接引張強
度との比較を行うとともに，TSTM を用いて温度履歴条
件下における一軸拘束試験を実施することで，試験方法
や養生条件がひび割れ発生限界に与える影響について検
討を行った．本検討の要因と水準を表３に示す．使用す
るセメントは，普通ポルトランドセメント，早強ポルト
ランドセメント，高炉セメント B 種，低熱高炉セメント
B 種，低熱ポルトランドセメント，中庸熱ポルトランド
セメント，高炉スラグを多量置換した低熱セメント A，B
を用いた．水セメント比は，30%～60%の 4 水準について
検討を行った．また，直接引張試験において普通ポルト
ランドセメントを用いたケースのみコンクリートとモル
タルの比較を行うことで，骨材が伸び能力に与える影響
を検討した 
 
（４）温度履歴条件への適用 
２．(１)～(３)で得られた自己収縮ひずみおよびクリー
プひずみの実験データをもとに，実構造物を想定した温
度履歴条件下でのコンクリートに発生する一連の体積挙
動を把握するとともに，ひび割れ発生時の応力やひずみ
などのひび割れ発生限界に関する検討を行った．配合条
件は２．(１)，(２)で用いた条件と同様である．拘束供試
体は拘束度を 1.0(完全拘束)とし，拘束供試体にひび割れ
が発生するまでを試験期間とした．本検討の設定温度履
歴を図５に示す． 
 
３． 実験結果 
（１）自己収縮試験 
本試験で得られたひずみの測定結果を図６に示す．図
６より，養生温度が上昇するのに伴い，自己収縮ひずみ
の進行速度は早くなる傾向にあった．また，養生温度が
30℃～60℃では，自己収縮ひずみの進行が 90μ 程度で停
滞する傾向にあり，一定期間経過後に再度ひずみが進行
する傾向にあった．なお，この停滞傾向は養生温度の上
昇に伴って開始材齢が早く，停滞期間は短くなる傾向に
あった． 
この停滞現象については，類似した傾向が寺本らの研
究[2]で確認されているものの，報告されている研究例は
まだ少ない．また，停滞現象はコンクリートの諸物性が
大きく変化する若材齢時に発生しており，ひび割れ予測
にあたり，この現象が解析結果に誤差を生じさせている
要因である可能性が高いと考えられる．以上のことから，
本研究では停滞現象を考慮した予測式の作成を試みるこ
ととした． 
 
写真１ 直接引張強度試験機外観 
 
表３ 要因と水準(ひび割れ発生限界) 
 
 
 
図５ 設定温度履歴 
 
 
図６ 自己収縮ひずみの比較 
 
 
図７ 自己収縮予測式の区間概要 
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 まず，本研究ではこの停滞現象を表現するために，1
回目に自己収縮ひずみが進行した後停滞し，その後再び
自己収縮ひずみが進展する地点を変曲点として定義する
ことで，変曲点以前を区間①，以降を区間②として予測
式を構成することとした．自己収縮ひずみ予測式の区間
概要を図７に示す．また，予測式の算出には河野ら[6]の
研究を参考とし，以下の式(1)～式(3)を用いて表すことと
した． 
 
εas=εas1+εas2                                     (1) 
 
εas1=1/[1+α×exp{-α×(t- t0)}]×εsh,∞ 
×[1-exp{-A×(t-t0)B}]            (2) 
 
εas2=1/[1+α’×exp{-α’×(t- t’)}]×εsh,∞’ 
×[1-exp{-A’×(t-t’)B’}]+ε∞        (3) 
ここに， 
εas：自己収縮ひずみ(μ) 
εas1：区間①の自己収縮ひずみ(μ) (0≦t≦t’) 
εas2：区間②の自己収縮ひずみ(μ) (t’≦t) 
t’：変曲点材齢 
t：材齢（日） 
t0：凝結始発材齢（日） 
εsh,∞：自己収縮ひずみの終局値(μ) 
εsh,∞’：自己収縮ひずみの終局値(μ) 
α,A,B：区間①の定数 
α’,A’,B’：区間②の定数 
 
なお，実験値と計算値の残差二乗和が最小となるよう
に，式(1)～式(3)に示す終局値 εsh,∞および定数 α,A，B を
調整することで，実験値に対する予測式の同定を行った．
式(1)～式(3)を用いて実測値との同定を行った結果を図
８に示すとともに，同定結果より算出された区間①の各
係数の値を表４に，区間②の各係数の値を表５に示す．
図８より，90μ程度で停滞する現象を予測式において表
すことができ，各温度条件での予測値が実験値を評価で
きていると考えられる． 
また，表４，表５の結果から，各係数について養生温
度との関係式を作成し，養生温度に伴う自己収縮ひずみ
の予測式の提案を行った．なお，今回 60℃一定条件にお
いては他の養生条件とは異なる傾向であったため，本予
測式の適用範囲を 20℃～50℃とした．各係数と養生温度
との関係式を式(4)～式(12)に示す． 
 
α=5.74                                      (4) 
εsh,∞=91.2                              (5) 
A=1.84×10-2T-0.328                      (6) 
B=3.44×10-2T+0.526                      (7) 
α’=5.69                                      (8) 
εsh,∞’=12.6T-6.36                              (9) 
A’=3.75×10-2                              (10) 
B’=0.0277T+0.701                      (11) 
 
t’=17.5×104×T-2.75                      (12) 
 
ここに， 
T：養生温度(℃) 
 
高橋ら[3]によれば，こうしたコンクリートの自己収縮
における停滞傾向は，セメントと水とが反応して生じた
水和生成物と密接な関係があると報告している．まず，
間隙相とせっこうとの反応によって生じたエトリンガイ
トの成長圧によって，ペースト内部に膨張力が働いたた
め，自己収縮ひずみは一時的に停滞傾向となる．その後，
毛細管張力などにより圧縮応力を受けていたエトリンガ
イト結晶が，モノサルフェートへの転化や再結晶化など
によって溶解した際に空隙が生じる．生じた空隙がファ
ンデルワールス力によって閉じるため，再び収縮傾向が
見られるとしている． 
 
 
図８ 予測式の同定結果 
 
表４ 区間①の各係数 
 
 
表５ 区間②の各係数 
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よって，本研究においても，走査型電子顕微鏡(SEM)
を用いて，温度一定条件下のコンクリートの水和生成物
を観察し，養生温度ごとの水和生成物の差異が自己収縮
ひずみ挙動に与える影響を把握することを試みた．各温
度一定条件下での，材齢 4 日，7 日，14 日，28 日時点の
SEM 画像を写真２に示す．なお，画像の倍率は 1000 倍と
した． 
写真２より，同一材齢においては 20℃条件と 30℃条件
では水和生成物が異なっていることを確認した．20℃条
件では，材齢 4 日時点でモノサルフェートと思われる生
成物が多く占めているが，材齢が経つにつれて TypeⅢ 
C-S-H と思われる生成物がコンクリートを密実にしてい
く傾向が見られた．また，30℃条件では，材齢 4 日時点
で水和初期に見られるエトリンガイトと思われる生成物
が多く存在しているほか，TypeⅢ C-S-H が 20℃条件より
も早期に確認された．このことから，養生温度によって
コンクリート内の水和生成物と生成速度に変化が生じて
おり，このことが自己収縮ひずみの停滞現象に影響を及
ぼしているのではないかと考えられる． 
 
（２）圧縮クリープ試験 
試験より得られた全ひずみから，弾性ひずみおよび自
己収縮ひずみを差し引いたクリープひずみを図９に示す．
なお，図中のクリープひずみは，各水準で用意した 3 本
の供試体の平均を示している．図９より，応力比 0.2 のケ
ースにおいては載荷材齢に伴ってクリープひずみは大き
くなる一方で，応力比 0.4 のケースについては載荷材齢に
伴ってクリープひずみは小さくなる傾向にあった．同様
に応力比がクリープひずみに与える影響を検討している
既往の研究[4]では，同一応力比では載荷材齢に伴って終
局クリープひずみは減少するとしており，本研究におい
ては応力比 0.4 のケースにおいて同様の傾向が確認され
た． 
今回の試験法では，埋設した鉄筋に引張力を与え，そ
の後圧縮方向に復元する力を利用してコンクリートに圧
縮応力を作用させているが，若材齢である材齢 3 日時点
ではコンクリートと鉄筋の付着強度が十分発現していな
いという既往の研究[9]があることから，鉄筋の抜け出し
が生じたことによってばらつきが大きかったのではない
かと考えられる． 
以上のことから，データのばらつきが大きいと考えら
れる載荷材齢 3 日については検討から除外し，圧縮クリ
ープひずみの予測式を作成することとした．予測式の作
成にあたっては，土木学会から提案されている式(13)を参
考とし，各係数を載荷荷重と載荷材齢を変数として表す
こととした．本研究で得られた結果から，予測式の各係
数と載荷荷重および載荷材齢との関係式を式(14)～式(22)
に示す． 
 
 
 
写真２ SEM画像(左：20℃，右：30℃) 
 
 
 
図９ クリープひずみ測定結果 
 
【圧縮クリープ：土木学会式】 
εcr(t)=[1-exp{-α(t-t0)β}]*εcr                      (13) 
 
ここに， 
εcr(t)：材齢 t(日)時点でのクリープひずみ(μ) 
εcr：クリープひずみの終局値(μ) 
t：材齢(日) 
t0：載荷材齢(日) 
α，β：クリープ進行速度に関する係数 
 
モノサルフェート エトリンガイト 
typeⅢ C-S-H 
モノサルフェート 
typeⅢ C-S-H 
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εcr=a1P+b1                                   (14) 
α=a2P+b2                                    (15) 
β=a3P+b3                                    (16) 
 
a1=-2.68t0+19.9                              (17) 
b1=62.4t0-249                                (18) 
a2=-0.016t0-0.0275                            (19) 
b2=-0.0056t0+0.0114                          (20) 
a3=0.0011t0-0.0013                           (21) 
b3=-0.0716t0+0.407                           (22) 
 
ここに， 
P：載荷荷重(kN) 
a1,b1：クリープひずみの終局値 εcrに関する係数 
a2,b2：クリープ進行速度係数 α に関する係数 
a3,b3：クリープ進行速度係数 β に関する係数 
 
（３）ひび割れ発生限界の検討 
各種セメントを用いたコンクリートの割裂引張強度と
直接引張強度との関係を図１０に示す．図１０より，ほ
ぼ全てのケースにおいて 20～30%割裂引張強度が直接引
張強度を上回る結果となった．セメント種別で見ると，
普通ポルトランドセメントと早強ポルトランドセメント
では，概ね割裂引張強度が直接引張強度を上回っており，
高炉セメント B 種を用いたケースでは割裂引張強度が 2
倍程度の強度となるケースが約 3 割あった．また，低熱
高炉セメント B 種を用いたケースでは割裂引張強度と直
接引張強度がほぼ同等となり，セメント種によって両者
の関係が異なる結果となった．割裂引張強度が直接引張
強度よりも大きくなった理由としては，割裂引張試験で
はひび割れが生じる断面がある程度限定されているのに
対し，直接引張強度試験では最も弱い断面において破断
が生じるためと考えられる． 
次に，直接引張強度試験および TSTM 試験結果より，
伸び能力とひび割れ発生強度との関係を図１１に示す．
図１１より，両試験においてセメント種の違いに関わら
ずほぼ線形関係にあり，伸び能力の増加に伴って引張強
度が増加する結果となった．セメント種別で見ると，普
通ポルトランドセメントと早強ポルトランドセメントが
80～130μ程度でひび割れが発生しているのに対し，高炉
セメント B 種及び低熱高炉セメント B 種を用いたケース
では 40～100μで，普通ポルトランドセメントに比べて伸
び能力が小さくなる傾向にあった．これは，既往の研究[5]
においても同様の結果が示されており，高炉スラグ微粉
末の置換によりコンクリートの伸び能力が小さくなった
と考えられる． 
また，TSTM 試験結果より，一例として高炉セメント B
種を用いたケースについて，打込み後から拘束供試体に
生じた応力履歴と，推定直接引張強度，推定割裂引張強
度との関係を図１２に示す．なお，図中に示す応力は， 
 
図１０ 割裂引張強度と直接引張強度との関係 
 
 
図１１ 伸び能力とひび割れ発生限界との関係 
 
 
図１２ TSTM試験における応力履歴(材齢) 
 
 
図１３ TSTM試験における応力履歴(有効材齢) 
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正方向が引張側を示している．図１２から，実構造物と
同様の温度履歴を受けている TSTM 試験では，材齢初期
に拘束応力は圧縮側へと推移し，最高温度到達後は徐々
に引張側へと推移した後，拘束供試体にひび割れが生じ
た． 
今回の試験では，割裂引張強度試験および直接引張強
度試験と TSTM 試験とでは養生温度が異なるため，ひび
割れ発生強度は温度による影響を受けて異なる値になる
と考えられる．しかし，本ケースにおいてのひび割れ発
生強度は 2.35N/mm2 であり，推定割裂引張強度と一致す
る結果となった．この理由として，前項で示したように，
割裂引張強度は TSTM 試験と同様の形式である直接引張
強度よりも大きくなる傾向であったため，TSTM 試験が
受けた温度による強度の増進が相殺された結果，両試験
結果が一致したのではないかと推察される． 
このため，図１３に有効材齢によって温度影響を考慮
した場合の応力履歴を示す．ここで，有効材齢は養生時
の温度影響を考慮した材齢であり，マスコンクリートの
ひび割れ制御指針 2008[6]では式(14)のように有効材齢を
定めている． 
 
te=Σ⊿ti×exp(13.65-4000/(273+T/T0))         (14) 
ここに， 
te:有効材齢(日)， 
⊿ti:ある一定のコンクリート温度が継続する期間(日)， 
T:供試体温度(℃)， 
T0:1(℃)  
 
図１３に示すように温度影響を考慮した場合，直接引
張強度と TSTM 試験によるひび割れ発生強度との値がほ
ぼ一致する結果となった．以上のことから，実構造物の
ひび割れ発生強度は，温度影響を考慮した引張強度で評
価する必要があり，その場合，直接引張強度を用いるこ
とでより適切な評価ができるのではないかと思われる． 
 
（４）温度履歴条件への適用 
これまで得られた予測式やデータをもとに，温度履歴
条件下でのひび割れ発生限界の検討を行った． 
自己収縮ひずみの算出においては，無拘束ひずみ ε か
ら温度変化量ΔTに線膨張係数 γを乗じたものを差し引く
ことで自己収縮とする足合せ法と，単位時間あたりの温
度影響による自己収縮ひずみの差分を総和する Step by 
step 法による算出を試みた．両算出法から得られた自己
収縮ひずみの比較を図１４に示す．なお，足合せ法にお
いては線膨張係数として，ひび割れ制御指針[6]の推奨値
である 12μ/℃を用いており，これは硬化後のコンクリー
トを想定した値となっている．図１４より， Step by step
法では材齢 4 日頃に自己収縮ひずみの進行が停滞する傾
向を再現することができた．また，試験終了時である材
齢 9 日頃における自己収縮ひずみの収縮量は 120μ程度 
 
図１４ 算出法ごとの自己収縮ひずみの比較 
 
 
図１５ 算出法ごとの線膨張係数の比較 
 
 
図１６ 拘束供試体に発生する各体積挙動 
 
 
図１７ 実測および逆算全応力の比較 
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となり，足合せ法により算出した場合は，過大評価をし
ている可能性があると思われる． 
Step by step 法により得られた自己収縮ひずみを無拘束
ひずみから差し引くことで温度ひずみを逆算し，線膨張
係数を算出した．図１５に Step by step より逆算した線膨
張係数および自由ひずみから算出した線膨張係数，ひび
割れ制御指針の推奨値[6]との比較を示す．図１５より，
特に材齢 2 日までの若材齢時において線膨張係数は大き
く変動しており，自由ひずみから算出する場合，若材齢
時の自己収縮ひずみを過小評価している可能性があるこ
とから，若材齢時の挙動を正確に把握することが必要で
あると考えられる． 
同様に，クリープひずみについても本研究で得られた
予測式を用いて算出することとした．算出にあたっては，
変動応力下においては基本クリープ，除荷クリープ，回
復クリープが複合的に発生しているとする，小澤ら[7]が
提案する修正重ね合わせ理論を用いることとした．算出
したクリープひずみを示すとともに，自己収縮ひずみ，
温度ひずみと，温度履歴条件下の拘束供試体に発生して
いると考えられる一連の体積挙動について比較したもの
を図１６に示す．本検討では完全拘束状態でありひずみ
は発生していないものの，これらの体積挙動を足合せた
拘束ひずみが，本来拘束供試体に発生するはずだったひ
ずみ量であると仮定できると考えられる． 
次に，算出した拘束ひずみにヤング係数を乗じること
で全応力を逆算した．測定された全応力(実測全応力)と逆
算した全応力(逆算全応力)とを有効材齢において比較し
たものを図１７に示す．図１７より，温度影響を考慮し
た有効材齢で評価した場合，TSTM のひび割れ発生強度
は直接引張強度と一致するという３．（３）と同様の傾
向が見られた．しかしながら，実測値と逆算値とでは最
大で 1.5N/mm2ほどの差異が生る結果となった．この原因
として，予測クリープひずみの算出において，載荷材齢 3
日の結果を除いてしまったために，若材齢時のクリープ
ひずみを過小評価した結果，全応力を圧縮側に過大評価
してしまったためではないかと考えられる． 
 
４． まとめ 
本研究では，実構造物条件下におけるコンクリートの
体積挙動およびひび割れ発生限界の評価を目的として
TSTM 試験および直接引張強度試験を用いた各種試験を
行った．本研究で得られた知見を以下に示す． 
（１）自己収縮試験に関して 
温度一定条件における TSTM 試験を行った結果，得ら
れた自己収縮ひずみは 90μ前後で停滞もしくは変曲する
傾向が見られた．また，この停滞現象の解明を目的とし，
走査型電子顕微鏡（SEM）を用いた観察を行った結果，
コンクリートの水和生成物は養生温度および材齢にとも 
 
 
なって水和生成物が異なっていることを確認し，これが
寄与している可能性を示した． 
（２）圧縮クリープ試験に関して 
圧縮クリープ試験では若材齢時のクリープひずみを測
定し，荷重を変数とした予測式を用いることで，自己収
縮ひずみと同様に計算値が実測値を十分に評価すること
ができた． 
（３）ひび割れ発生限界に関して 
割裂引張強度は直接引張強度よりも 20%程度上回った
ほか，高炉スラグを置換したケースにおいて伸び能力が
低下していることを確認した．また，TSTM 試験との比
較によって，温度影響を考慮することで直接引張強度試
験によってひび割れ発生限界を推定できる可能性を示し
た． 
（４）温度履歴条件への適用に関して 
提案した予測式を用いることで，温度履歴条件下での
コンクリートに生じる一連の体積挙動について個々に評
価することができた．また，拘束供試体に発生すると考
えられるひずみ量および全応力について逆算したものを
検討することで，温度履歴条件下におけるコンクリート
のひび割れ発生限界を直接引張強度試験によって推定で
きる可能性を示した． 
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